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 4分の3ルールの改正
　最近，年金事務所による各企業
への社会保険調査がとみに厳しく
なっているという声をよく聞きま
す。背景には，昨今の法改正によ
る社会保険の加入基準の変更があ
ります。少子高齢化で，年金や高
齢者の健康保険料の支出が増加す
る一方で，社会保険料収入は伸び
悩んでいます。歯止めをかけるた
め，社会保険の加入基準が見直さ
れました。
　2016年 9月までは，社会保険の
加入基準は原則，正社員は全員加
入，非正規の労働者はおおむね週
所定労働時間が30時間未満の者
は未加入で構わないという，いわ
ゆる 4分の 3ルール（正社員の週
所定労働時間を40時間とすれば，
その 4分の 3＝30時間という考
え方）がありました。 4分の 3ル
ールは1980年ごろから広がって
いたようですが，正式通達は
2010年 3月 4日通発0304第 1号
（日本年金機構理事長通知）と，
実はつい最近のことです。
　この 4分の 3ルール，2016年10

月の法改正で週所定労働時間が20
時間に変更となりましたが，中小
零細企業の社会保険料コスト負担
を勘案して，20年をかけて従業
員数に応じて徐々に適用を拡大す
る対応としています。振り返れば，
2016年10月からは従業員数501人
以上，2022年10月からは101人以
上，2024年10月からは51人以上へ
と，すでに順次拡大されています。
　その後の計画は下図の厚生労働
省資料をご参照ください。

　巷間，「年金事務所の調査が増
えてきた」「調査が厳しい」「細か
い」という噂が出始めたのはこの
ような背景があります。

調査対象が非常勤役員に及ぶ
　年金事務所では，社会保険の加

入判断や社会保険料の納付など各
企業で行う年金や健康保険関係の
実務処理が法に基づいて正しく行
われているかを，適用調査課の担
当者が調べます。社員 1人ひとり
の賃金台帳，勤怠記録，社会保険
加入書類など，詳細にチェックす
るようです。調査で社会保険への
加入漏れや誤った社会保険料額の
納付などを発見すると，それを指
摘したうえで，最悪の場合は過去
2年間に遡っての社会保険料の支
払い是正を求められることもあり
ます。
　先日も，多くのパートタイマー
を抱える企業の人事部長が，過去
2年間のパート全員の賃金台帳や
勤怠記録など，必要とされた書類
を抱えて年金事務所に出向いたと
のこと。調査では，PDFなどの
電子データの提出は認められず，
すべて紙ベースの書類とされ，フ
ァックス送信すらNG。結局人事
部長が 1人で段ボール数箱分の書
類を，タクシーで年金事務所に持
ち込みました。これは，過去何度
も発覚し社会問題化した厚労省内
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の情報流出トラブルのトラウマゆ
えと推測しますが，そろそろこの
あたりも見直してほしいと切に思
います。
　法改正を契機に行政調査が活発
化するのも，改正法が速やかに社
会に定着し，企業で的確に事務処
理されるためには必要だとは思い
ます。しかしながら最近の年金事
務所調査で疑問を感じる出来事が
ありました。年金事務所では，週
20時間の所定労働時間のチェッ
クに加えて，非常勤役員を調査対
象に加えたようです。
　これは最近の法改正との関連は
ありません。厚生年金法では，第
9条で「適用事業所に使用される
七十歳未満の者は，厚生年金保険
の被保険者とする」と定めており，
健康保険法でも第35条で“70歳未
満”という年齢制限はありません
が，同じく「適用事業所に使用さ
れる」という表現となっています。
　実は，この“使用される”とい
う文言の解釈についての最近の非
常勤役員に関する年金事務所の取
り扱いに疑問を持っています。調
べたところ，非常勤であっても報
酬を受け取る場合は原則被保険者
として社会保険加入の指導を行っ
ている実態が複数確認されまし
た。筆者も直接，所轄年金事務所
適用課長発の社会保険全般の加入
状況調査の文書中の「役員報酬が
発生している，常勤の従業員を雇

用している等，社会保険加入の条
件を満たしている場合には，速や
かに加入手続きを・・・」の箇所
を示しながら，調査担当者の「報
酬のある非常勤役員は全員社会保
険に加入させてください」との発
言に接しています。

 “使用される”役員の定義
　雇用保険や労災保険といった労
働保険では，被保険者は“労働者”
ですが，社会保険の“使用される”
という文言は労働者以外の役員も
含まれています。“使用される”
とは何とも曖昧模糊とした表現に
思えますが，この“使用される”
の定義については，年金事務所が
過去の疑義照会で見解を示してい
ます。
　具体的には“役員の被保険者の
取り扱いについて”（受付番号
2010-111）「適用事業所において
使用され労務の対象として報酬を
受けている役員については，常勤・
非常勤を問わず，すべてを被保険
者として扱うのか」という質問に
対して「その業務が実態において
法人の経営に対する参画を内容と
する経常的な労務の提供であり，
かつ，その報酬が当該業務の対価
として当該法人より経常的に支払
いを受けるものであるかを基準に
判断」との回答となっています。
さらに，関連する年金事務所の疑
義照会（受付番号2010-77）では使

用関係の有無に関する具体的な判
断材料として以下のようなチェッ
クポイントが挙げられています。
● 当該法人の事業所に定期的に出
勤しているかどうか
● 当該法人における職以外に多く
の職を兼ねていないかどうか
● 当該法人の役員への連絡調整又
は職員に対する指揮監督に従事
しているかどうか
● 当該法人において求めに応じて
意見を述べる立場にとどまって
いないかどうか
● 当該法人等より支払いを受ける
報酬が社会通念上労務の内容に
相応したものであって実費弁償
程度の水準にとどまっていない
かどうか
● 当該法人の役員会等に出席して
いるかどうか
　これを見れば，非常勤の社外役
員が報酬を受けていたとしても，
その全員が被保険者になるもので
はないことは明らかのはずです。
　もっとも実際には，指摘を受け
た企業側では，役員報酬といって
も非常勤の場合は，年収が120万
円から240万円程度，新卒初任給
を下回る水準で会社側の社会保険
料負担もさしたる金額ではなく，
自社では常勤の役員を務めなが
ら，他の複数の企業での非常勤役
員の社会保険料の個人負担程度は
一言の文句も言わずに甘受されて
いるようです。
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